
政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管）復興庁　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

1 食料の安定供給の確保 341,055 208,145 △ 132,910

〈6,717,252〉 の内数 〈4,916,125〉 の内数 〈△1,801,127〉 の内数

261,055 208,145 △ 52,910

復興庁 農林水産業復興政策費
食品の安全と消費者の信頼確
保対策に必要な経費

261,055 208,145 △ 52,910

80,000 0 △ 80,000

復興庁 農林水産業復興政策費
国産農畜産物・食農連携強化
対策に必要な経費

80,000 0 △ 80,000

〈6,717,252〉 の内数 〈4,916,125〉 の内数 〈△1,801,127〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈2,899,850〉 の内数 〈2,313,464〉 の内数 〈△586,386〉 の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農山漁村６次産業化対策に必
要な経費

〈1,664,252〉 の内数 〈1,604,252〉 の内数 〈△60,000〉 の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈2,153,150〉 の内数 〈998,409〉 の内数 〈△1,154,741〉 の内数 ＞
2 農業の持続的な発展 24,469,643 16,152,626 △ 8,317,017

〈18,072,000〉 の内数 〈12,524,873〉 の内数 〈△5,547,127〉 の内数

（１）力強く持続可能な農業構造の
実現に向けた担い手の育成・確保

4,845,829 2,954,468 △ 1,891,361

復興庁 農林水産業復興政策費
担い手育成・確保等対策に必
要な経費

4,845,829 2,954,468 △ 1,891,361

（２）担い手への農地集積・集約化と
農地の確保

199,383 38,888 △ 160,495

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費
優良農地確保・有効利用対策
に必要な経費

199,383 38,888 △ 160,495

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費
農山漁村地域整備事業に必
要な経費

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数 ＞
17,320,000 11,582,000 △ 5,738,000

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数

復興庁 東日本大震災復興事業費
農業生産基盤整備事業に必
要な経費

17,320,000 11,582,000 △ 5,738,000

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費
農山漁村地域整備事業に必
要な経費

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数 ＞

勘定・組織 項 事項

（１）国際的な動向等に対応した食
品の安全確保と消費者の信頼の確
保

（３）構造改革の加速化や国土強靱
化に資する農業生産基盤整備の推
進

（３）生産・加工・流通過程を通じた
新たな価値の創出による需要の開
拓

（２）幅広い関係者による食育の推
進と国産農産物の消費拡大、「和
食」の保護・継承

27年度予算額 28年度予算額 比較増△減額政策評価体系



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管）復興庁　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

勘定・組織 項 事項 27年度予算額 28年度予算額 比較増△減額政策評価体系

（４）需要構造等の変化に対応した
生産・供給体制の改革

16,609 0 △ 16,609

〈5,053,000〉 の内数 〈3,311,873〉 の内数 〈△1,741,127〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈2,899,850〉 の内数 〈2,313,464〉 の内数 〈△586,386〉 の内数 ＞
国産農畜産物・食農連携強化
対策に必要な経費

16,609 0 △ 16,609

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈2,153,150〉 の内数 〈998,409〉 の内数 〈△1,154,741〉 の内数 ＞
（５）戦略的な研究開発と技術移転
の加速化

2,087,822 1,577,270 △ 510,552

復興庁 農林水産業復興政策費
農林水産分野の研究開発・技
術移転の推進に必要な経費

1,898,000 1,355,177 △ 542,823

農林水産業復興事業費
農林水産分野の研究開発・技
術移転の推進に必要な経費

0 40,000 40,000

東日本大震災復興国立研究
開発法人水産研究・教育機構
運営費

東日本大震災復興に係る国立
研究開発法人水産研究・教育
機構運営費交付金に必要な
経費

189,822 182,093 △ 7,729

（６）先端技術の活用等による生産・
流通システムの革新等

〈5,053,000〉 の内数 〈3,311,873〉 の内数 〈△1,741,127〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈2,899,850〉 の内数 〈2,313,464〉 の内数 〈△586,386〉 の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
農業・食品産業強化対策に必
要な経費

〈2,153,150〉 の内数 〈998,409〉 の内数 〈△1,154,741〉 の内数 ＞
〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費
農山漁村地域整備事業に必
要な経費

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数 ＞
3 農村の振興 29,336 7,035 △ 22,301

〈14,701,557〉 の内数 〈10,817,252〉 の内数 〈△3,884,305〉 の内数

（１）地域コミュニティ機能の発揮等
による地域資源の維持・継承等

29,336 7,035 △ 22,301

〈13,037,305〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,824,305〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費
農村地域資源維持・継承等対
策に必要な経費

29,336 7,035 △ 22,301

　　　　　　　 　　　　　　　　＜ 農山漁村活性化対策に必要
な経費

〈18,305〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△18,305〉 の内数 ＞

　　　　　　 　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費
農山漁村地域整備事業に必
要な経費

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数 ＞
〈1,664,252〉 の内数 〈1,604,252〉 の内数 〈△60,000〉 の内数

復興庁　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興政策費
農山漁村６次産業化対策に必
要な経費

〈1,664,252〉 の内数 〈1,604,252〉 の内数 〈△60,000〉 の内数 ＞

（２）多様な地域資源の積極的活用
による雇用と所得の創出

（７）気候変動に対する緩和・適応策
の推進及び生物多様性の保全・利
用



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管）復興庁　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

勘定・組織 項 事項 27年度予算額 28年度予算額 比較増△減額政策評価体系

4 19,874,757 25,242,528 5,367,771

〈13,037,305〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,824,305〉 の内数

（１）森林の有する多面的機能の発
揮

17,261,024 22,920,929 5,659,905

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費 森林整備・保全に必要な経費 4,186,024 3,720,943 △ 465,081

環境保全復興政策費
放射性物質による環境の汚染
への対処に必要な経費

0 135,986 135,986

東日本大震災復興事業費 治山事業に必要な経費 8,369,000 13,805,000 5,436,000

　　　　　　　　　　　　　　　　＜ 農山漁村地域整備事業に必
要な経費

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数 ＞
森林整備事業に必要な経費 4,706,000 5,259,000 553,000

（２）林業の持続的かつ健全な発展
1,796,033 1,634,196 △ 161,837

〈18,305〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△18,305〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費 林業振興対策に必要な経費 705,438 600,649 △ 104,789

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農山漁村活性化対策に必要
な経費

〈18,305〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△18,305〉 の内数 ＞
農林水産業復興事業費 林業振興対策に必要な経費 1,090,595 1,033,547 △ 57,048

（３）林産物の供給及び利用の確保
817,700 687,403 △ 130,297

復興庁 農林水産業復興政策費
林産物供給等振興対策に必
要な経費

674,300 544,003 △ 130,297

農林水産業復興事業費
林産物供給等振興対策に必
要な経費

143,400 143,400 0

5 39,210,305 24,449,303 △ 14,761,002

〈18,670,270〉 の内数 〈12,797,782〉 の内数 〈△5,872,488〉 の内数

（１）水産資源の回復
3,887,392 2,712,277 △ 1,175,115

〈5,632,965〉 の内数 〈3,584,782〉 の内数 〈△2,048,183〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費
水産資源回復対策に必要な
経費

3,887,392 2,712,277 △ 1,175,115

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 水産業強化対策に必要な経
費

〈1,398,956〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△1,398,956〉 の内数 ＞

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
水産業強化対策に必要な経
費

〈4,234,009〉 の内数 〈3,584,782〉 の内数 〈△649,227〉 の内数 ＞

森林の有する多面的機能の発揮と林
業・木材産業の持続的かつ健全な発展

水産物の安定供給と水産業の健全な発
展



政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】

(所管）復興庁　　　（会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

勘定・組織 項 事項 27年度予算額 28年度予算額 比較増△減額政策評価体系

（２）漁業経営の安定
7,349,037 5,813,282 △ 1,535,755

〈5,632,965〉 の内数 〈3,584,782〉 の内数 〈△2,048,183〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費
漁業経営安定対策に必要な
経費

7,349,037 5,813,282 △ 1,535,755

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 水産業強化対策に必要な経
費

〈1,398,956〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△1,398,956〉 の内数 ＞

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
水産業強化対策に必要な経
費

〈4,234,009〉 の内数 〈3,584,782〉 の内数 〈△649,227〉 の内数 ＞
（３）漁村の健全な発展

27,973,876 15,923,744 △ 12,050,132

〈18,670,270〉 の内数 〈12,797,782〉 の内数 〈△5,872,488〉 の内数

復興庁 農林水産業復興政策費
水産物加工・流通等対策に必
要な経費

950,876 1,801,744 850,868

　　　　　　　　　　 　　　　　＜ 農山漁村活性化対策に必要
な経費

〈18,305〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△18,305〉 の内数 ＞

　　　　 　　　　　　　　　　　＜ 水産業強化対策に必要な経
費

〈1,398,956〉 の内数 〈0〉 の内数 〈△1,398,956〉 の内数 ＞

　　　　　 　　　　　　　　　　＜ 農林水産業復興事業費
水産業強化対策に必要な経
費

〈4,234,009〉 の内数 〈3,584,782〉 の内数 〈△649,227〉 の内数 ＞

　　　　　　 　　　　　　　　　＜ 東日本大震災復興事業費
農山漁村地域整備事業に必
要な経費

〈13,019,000〉 の内数 〈9,213,000〉 の内数 〈△3,806,000〉 の内数 ＞
水産基盤整備に必要な経費 27,023,000 14,122,000 △ 12,901,000

109,312,618 82,169,292 △ 27,143,326

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象外の予算で政策に関連付けられるものを掲記している。

３．復興庁所管分のうち農林水産省関係のみ掲記している。
４．27年度予算額は、28年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
５．27年度予算額は、当初予算額である。

２．下段<　>外書きは、複数の政策にまたがる予算 （例：施設整備費等）及び複数の政策にまたがると整理できる予算であり、総額の「内数」で掲記し、
　　合計欄において本書きに含めている。

計
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